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1.  平成23年7月期第3四半期の連結業績（平成22年8月1日～平成23年4月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年7月期第3四半期 4,747 △11.1 △515 ― △529 ― △2,366 ―

22年7月期第3四半期 5,342 △0.2 △590 ― △582 ― △245 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年7月期第3四半期 △4,909.86 ―

22年7月期第3四半期 △490.21 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年7月期第3四半期 10,499 5,994 57.1 12,438.91
22年7月期 14,269 8,638 60.5 17,926.95

（参考） 自己資本   23年7月期第3四半期  5,994百万円 22年7月期  8,638百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年7月期 ― 50.00 ― 0.00 50.00
23年7月期 ― 0.00 ―

23年7月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成23年7月期の連結業績予想（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,100 △13.3 △870 ― △900 ― △3,240 ― △6,723.46



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に対 
する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、 
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当っての注意事項等については、
【添付資料】P.2「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「２．その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年7月期3Q 500,000株 22年7月期  500,000株

② 期末自己株式数 23年7月期3Q  18,105株 22年7月期  18,105株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年7月期3Q 481,895株 22年7月期3Q  499,995株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間における世界経済は、欧米諸国に於いては欧州金融市場における財政危機の懸念や失

業率の高止まりが影響し低調に推移しましたが、中国を中心とする新興国や資源国は需要増加が経済成長を牽引し

て緩やかながら回復基調となりました。 

わが国経済も、中国を中心とする新興国経済の回復に伴い、輸出や生産の回復期待が高まったものの、急激な円

高とデフレ基調が続き、需要回復にも一服感が見え始めました。また、平成23年３月11日に発生した東日本大震災

や福島第一原子力発電所事故の発生による経済へのダメージなど先行き不透明感が高まっております。 

当社グループが属する電子工業界におきましては、高性能携帯電話のスマートフォンやタブレットＰＣ等、新し

い機能を持ったＩＴ機器も需要の拡大を牽引し、景気回復期待が高まったものの、長期化する円高やデフレ圧力に

よる景気の先行き不透明感に加え、震災による経済へのダメージから、市場動向の先行きについては総じて不透明

な情勢であります。 

このような状況のもと当社グループは、取引先ニーズへの対応力強化のための工程改善や、新たな顧客層、新商

品分野の開拓、より一層の海外営業の強化を図るなど積極的に受注獲得に取り組んだ結果、多くの案件引合いは得

られたものの技術対応に想定以上の時間を要したため、売上の回復には至りませんでした。 

この結果、当第3四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。また、営業

損失は 百万円（前年同期は営業損失 百万円）、経常損失は 百万円（前年同期は経常損失 百万円）、四

半期純損失は 百万円（前年同期は四半期純損失 百万円）となりました。 

なお、東日本大震災による当社グループの建物、機械設備等に対する被害は軽微であり、生産体制に与える影響

は殆どありませんでしたが、国内生産拠点集約リスクが増大したとの判断から、生産拠点の再編計画を見直し現在

の国内４拠点での生産体制を維持することとしております。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 ①資産、負債、純資産の状況 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金が 百万円、有形固定資産が 百万円が減少したこ

となどにより、前連結会計年度末と比べ 百万円減少し、 百万円となりました。負債は、役員退職慰労

引当金の取崩しが 百万円、長期借入金と社債が 百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末比

百万円減少し、 百万円となりました、また、純資産は、 百万円減少の 百万円となりました。この

結果、自己資本比率は ％となり、前連結会計年度末比 ％減少しました。 

  

   ②キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、 百万円となり、前

連結会計年度末と比較して 百万円の減少となりました。 

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は、 百万円（前年同四半期は 百万円の使用）となりました。これは主に、た

な卸資産の増加が 百万円、仕入債務の減少が 百万円あったものの、売上債権の減少が 百万円あったこと

によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、 百万円（前年同四半期比 ％減）となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出が 百万円あったものの、定期預金の払戻超過が 百万円あったことによるものであり

ます。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。これは主に、借入金

の返済による支出が 百万円、社債の償還による支出が 百万円あったことによるものであります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

通期の業績予想の詳細につきましては、平成23年３月７日公表の「業績予想の修正、特別損失の発生、並びに経営

再建策に関するお知らせ」のとおりであり、変更はありません。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

4,747 11.1

515 590 529 582

2,366 245

893 2,230

3,770 10,499

389 523 1,125

4,504 2,644 5,994

57.1 3.4

3,325

711

28 67

18 74 139

40 84.9

197 162

582 401.6

246 277



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当連結会計年度に係る年間の減価償却費の額を期間按

分する方法により算定しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

   資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用してお

ります。 

これにより、営業損失、経常損失が 千円増加、税金等調整前四半期純損失が 千円増加しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 千円であります。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、前々連結会計年度において営業損失 百万円、前連結会計年度において営業損失 百万

円、当第３四半期連結累計期間においても営業損失 百万円を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。 

 当社グループは当該状況を解消すべく、①取引基盤の強化・拡充、②新商品・新分野への展開力強化、③海外事

業の一層の強化を経営の最重要課題として掲げ、具体的な実行計画として下記の重点施策を決定いたしました。今

後は当該施策の着実な実行により、改善ならびに解消が実現できると考えております。 

・海外事業への経営資源の重点配分 

・成長分野での新商品開発体制の強化 

・一貫加工体制の強化 

・生産拠点の役割の明確化 

・連携とサポート力強化のための組織再編とスリム化 

・希望退職者募集による人件費の削減 

・役員報酬の削減幅拡大  

したがいまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。 

   

２．その他の情報

620 12,609

26,475

1,432 870

515



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,604,420 4,497,837

受取手形及び売掛金 1,779,871 1,946,351

製品 73,098 73,768

原材料及び貯蔵品 1,516,174 1,538,723

その他 89,578 96,333

貸倒引当金 △12,633 △15,000

流動資産合計 7,050,510 8,138,014

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 434,158 1,587,407

機械装置及び運搬具（純額） 829,162 954,880

土地 1,495,130 1,826,215

その他（純額） 93,773 713,759

有形固定資産合計 2,852,225 5,082,262

無形固定資産 75,932 243,379

投資その他の資産   

投資有価証券 306,756 320,698

繰延税金資産 148 165

その他 224,391 495,798

貸倒引当金 △10,857 △10,688

投資その他の資産合計 520,438 805,974

固定資産合計 3,448,596 6,131,616

資産合計 10,499,106 14,269,631



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 219,203 309,360

短期借入金 1,707,510 1,678,736

1年内返済予定の長期借入金 187,290 321,460

1年内償還予定の社債 277,000 277,000

未払法人税等 12,016 14,669

その他 479,752 562,520

流動負債合計 2,882,773 3,163,746

固定負債   

社債 318,000 595,000

長期借入金 275,000 387,500

退職給付引当金 642,804 636,715

役員退職慰労引当金 104,733 493,862

繰延税金負債 3,330 11,114

その他 278,216 342,783

固定負債合計 1,622,085 2,466,976

負債合計 4,504,858 5,630,722

純資産の部   

株主資本   

資本金 962,200 962,200

資本剰余金 870,620 870,620

利益剰余金 4,695,464 7,061,502

自己株式 △56,489 △56,489

株主資本合計 6,471,794 8,837,832

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 38,992 57,891

為替換算調整勘定 △516,538 △256,814

評価・換算差額等合計 △477,546 △198,923

純資産合計 5,994,248 8,638,909

負債純資産合計 10,499,106 14,269,631



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年４月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年４月30日) 

売上高 5,342,265 4,747,670

売上原価 4,718,838 4,242,540

売上総利益 623,426 505,129

販売費及び一般管理費 1,213,916 1,020,259

営業損失（△） △590,490 △515,129

営業外収益   

受取利息 21,892 12,784

受取配当金 875 1,764

作業くず売却益 － 8,026

その他 30,984 16,792

営業外収益合計 53,752 39,367

営業外費用   

支払利息 41,657 32,711

その他 3,786 21,432

営業外費用合計 45,444 54,143

経常損失（△） △582,182 △529,905

特別利益   

固定資産売却益 544 802

貸倒引当金戻入額 － 3,897

棚卸資産会計基準の適用に伴う影響額 312,354 －

受取保険金 49,411 －

保険解約返戻金 － 136,872

役員退職慰労引当金戻入額 － 201,501

特別利益合計 362,310 343,073

特別損失   

固定資産売却損 － 18

固定資産除却損 3,695 1,940

減損損失 － 2,129,789

災害による損失 － 3,244

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11,989

和解金 － 6,609

投資有価証券評価損 － 2,678

その他 － 2,000

特別損失合計 3,695 2,158,271

税金等調整前四半期純損失（△） △223,566 △2,345,103

法人税、住民税及び事業税 23,223 23,682

法人税等調整額 △1,685 △2,747

法人税等合計 21,537 20,934

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,366,037

四半期純損失（△） △245,104 △2,366,037



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年４月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △223,566 △2,345,103

減価償却費 617,619 387,865

減損損失 － 2,129,789

貸倒引当金の増減額（△は減少） △56,391 △2,197

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,314 6,584

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 26,052 △389,128

受取利息及び受取配当金 △22,767 △14,549

支払利息 41,657 32,711

為替差損益（△は益） △5,581 3,580

和解金 － 6,609

固定資産除売却損益（△は益） 3,150 1,155

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,678

売上債権の増減額（△は増加） △287,009 139,315

たな卸資産の増減額（△は増加） △359,213 △18,255

仕入債務の増減額（△は減少） 50,678 △74,831

その他 192,591 208,724

小計 △20,467 74,949

利息及び配当金の受取額 23,936 18,712

利息の支払額 △44,834 △34,724

和解金の支払額 － △6,609

法人税等の支払額 △25,854 △23,658

営業活動によるキャッシュ・フロー △67,219 28,669

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △741,458 △400,960

定期預金の払戻による収入 786,475 563,850

有形固定資産の取得による支出 △297,006 △197,462

有形固定資産の売却による収入 － 1,400

無形固定資産の取得による支出 △7,629 △978

投資有価証券の取得による支出 △12,198 △12,672

その他 2,688 6,160

投資活動によるキャッシュ・フロー △269,128 △40,663

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 35,199

長期借入金の返済による支出 △337,770 △246,670

社債の償還による支出 △277,000 △277,000

セール・アンド・リースバック取引による収入 543,046 －

リース債務の返済による支出 △19,027 △93,718

配当金の支払額 △25,316 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △116,067 △582,189

現金及び現金同等物に係る換算差額 △85,742 △117,154

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △538,158 △711,337

現金及び現金同等物の期首残高 4,732,313 4,037,183

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,194,154 3,325,845



  該当事項はありません。  

  

  

 【事業の種類別セグメント情報】  

 前第３四半期連結累計期間（自 平成21年８月１日 至 平成22年４月30日）   

  当社グループは、貴金属表面処理事業の単一事業であり、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項は

ありません。 

  

 【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年８月１日 至 平成22年４月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

アジア諸国………フィリピン、中国 

３．会計処理方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成20年９月26日）が平成22年３月31日以前に開始する連結会計

年度から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間から当会計基準を適用し、当社の棚

卸資産（めっき材のうちめっき槽）の評価方法を後入先出法から先入先出法に変更しております。この結

果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の日本の営業損失は、 千円減少し

ております。 

  

 【海外売上高】  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年８月１日 至 平成22年４月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外に属する国又は地域 

アジア諸国………フィリピン、中国等   

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
日本

（千円） 
アジア諸国
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  3,614,985  1,727,279  5,342,265  －  5,342,265

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  －  －  (－)  －

計  3,614,985  1,727,279  5,342,265 (－)  5,342,265

営業利益又は営業損失（△）  △662,713  9,413  △653,299 (△62,809)  △590,490

12,639

  アジア諸国 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,854,297  1,854,297

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  5,342,265

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  34.7  34.7



 【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、貴金属表面処理事業の単一事業であり、国内においては当社が、海外においては中国等

を山王電子（無錫）有限公司、東南アジアの各地域をＳＰＭＣ（Sanno Philippines Manufacturing 

Corporation）がそれぞれ担当しております。 

 したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、

「日本」、「中国」及び「フィリピン」の３つを報告セグメントとしております。 

   

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成22年８月１日 至 平成23年４月30日） 

 （単位：千円）

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

   ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  （追加情報）  

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号 平成21年３月27日）及び、「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  日本 中国 フィリピン 合計 
調整額  

（注）１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 3,283,098  743,779  720,792 4,747,670  － 4,747,670

セグメント間の内部売上高又

は振替高  
55,059  －  － 55,059  △55,059  －

計  3,338,158 743,779 720,792 4,802,730  △55,059 4,747,670

セグメント利益又は損失(△) △510,653 △125,418  40,166 △595,905   80,775 △515,129



 該当事項はありません。  

  

  

（四半期連結損益計算書関係）  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成22年８月１日 至 平成23年４月30日） 

減損損失 

 第２四半期連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、工場ごとに資産のグルーピングをしてお

ります。本社、研究開発施設等の独立してキャッシュ・フローを生み出さない資産は共用資産としております。

 経営環境の悪化により収益性が著しく低位で推移しており、将来キャッシュ・フロー見積期間にわたって回収

可能性が認められない事業用資産及び共用資産の各種固定資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上しております。 

 回収可能価額は、事業用資産については主として使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

3.3％で割り引いて算出しております。共用資産については正味売却価額により測定しており、固定資産税評価

額に合理的な調整を行って算出しております。 

  

（重要な後発事象）  

 該当事項はありません。  

   

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）その他の注記事項

用途  事業用資産 共用資産 合計  

場所 
郡山市 

東北工場

秦野市 

秦野工場
横浜市

 減損損失

（千円） 

建物及び 

構築物 
716,823 47,379 311,046  1,075,249

機械装置 

及び運搬具 
 2,371 56,734  43,753    102,860

土地 96,891 133,807 100,385    331,085

有形固定資

産その他 
388,860  9,481  92,011    490,354

無形固定資

産 
24,026  7,845  98,368    130,240


	ヘッダー3: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー4: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー5: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー6: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー7: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー8: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー9: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー10: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー11: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	ヘッダー12: ㈱山王 （3441）平成23年7月期 第3四半期決算短信
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -


